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1. はじめに
　経済成長の実現には、科学技術・イノベーション
の創出が不可欠とされており、その実現に向けた効果
的な科学技術・イノベーション政策の立案や評価等
に資する客観的なエビデンスが求められている。こ
うした政策的な要求に応えるべく、OECD（経済協
力開発機構）は、イノベーションに関するデータの
収集や解釈を定めた国際標準『オスロ・マニュアル
（Oslo Manual）』を公表しており注1、ここでのイ
ノベーションの定義や調査方法論に準拠して、世界
のおよそ100の国・地域では、企業のイノベーショ
ン活動の状況や動向を把握するための統計調査が実

施されている。例えば、EU（欧州連合）加盟国及び
EEA（欧州経済領域）締結国において実施されてい
る「共同体イノベーション調査（CIS：Community 
Innovation Survey）」がこれに当たる注2。本調査の
実施は、EC（欧州委員会）による法令（COMISSION 
REGULATION No. 1450/2004）によってEU加盟
国及びEEA締結国に義務付けられており注3、各国の
調査結果はEurostat（欧州委員会統計総局）が公表
するEuropean Innovation Scoreboard 注4 にまと
められている。
　共同体イノベーション調査と同種の調査として、我
が国では科学技術・学術政策研究所が「全国イノベー
ション調査（J-NIS：Japanese National Innovation 

　科学技術・イノベーションに対する政策形成では、客観的なエビデンスに基づく合理的かつ透明性の高い
プロセスが求められている。こうした背景のもと、各国では、国際標準に準拠した統計調査を実施して、企
業のイノベーションやイノベーション活動の状況・動向を把握している。我が国では、科学技術・学術政策
研究所（NISTEP）が「全国イノベーション調査」を実施しており、2015年に実施した最新の第4回調査
の結果を公表した。本稿では『第4回全国イノベーション調査統計報告』として公表された調査結果をもと
に、2012年度から2014年度にかけて日本企業が実現したイノベーションや実施したイノベーション活動
について明らかにする。
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概　　要

注1 現行の『オスロ・マニュアル』は2005年に改訂された第3版である。第1版は1992年にOECDによって策定され、1997年改
訂の第2版では第3版と同じくOECDと Eurostat との合同で策定された。歴史的な経緯の詳細については、Gault（2016）に詳しい。

注2 「共同体イノベーション調査」は、例えば、フランスでは1993年に初めて実施されて以降2005年まで4年の周期で、それ以降は2
年の周期で実施されている（cf. http://www.insee.fr/en/metadonnees/source/s1037）。

注3 ここで示したECによる法令は、欧州議会（European Parliament）と欧州連合理事会（Council of the European Union）による
決定（Decision No 1608/2003/EC）を根拠としている。正確に言えば、これら法令や決定では、CIS そのものの実施を義務付けて
いるわけではなく、あくまで抽象的にイノベーションに関する統計の実施について言及しているにすぎない。しかしながら、法令で
求めている質問項目はおおよそCIS における調査票に対応しており、事実上、CIS の実施を義務付けていると解釈できる。

注4 http://doi.org/10.2873/84537
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図表 1　イノベーション実現企業の割合（対全企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

2. イノベーション実現
2-1　イノベーション実現企業
　プロダクト・イノベーション注9、プロセス・イノ
ベーション注10、組織イノベーション注11、又はマー
ケティング・イノベーション注12 のいずれかを実現
した企業を「イノベーション実現企業」と呼び、その
割合を図表1に示す。2012年度から2014年度の 3
年間にかけて、全体の40%の企業がイノベーション
を実現している。製造業（49%）はサービス業（40%）
よりも実現割合が顕著に高く、日本企業のイノベー
ションは依然として製造業によって牽引されている
と思われる。また、企業規模階級に応じて実現割合は
高くなるが、これは規模の大きい企業の方が活動する
事業範囲が広いことに起因すると考えられる注13。

Survey）」を実施している。この調査は統計報告調整法
に基づく統計報告の徴収として2003年に初めて実
施されて以降、現在では統計法に基づく一般統計調査
として計4回の調査を重ねている注5。「全国イノベー
ション調査」は『オスロ・マニュアル』に準拠するだ
けでなく、「共同体イノベーション調査」における調
査票等との調和が図られているため、特に欧州各国の
調査結果と直接比較できる。そのため「全国イノベー
ション調査」の結果は、我が国の科学技術・イノベー
ション政策に資する基礎資料にとどまらず、OECD
等が公表する国際比較にも活用されている注6。
　科学技術・学術政策研究所は、「全国イノベーショ
ン調査」の第 4回調査を 2015年に実施し、その結
果を『第 4回全国イノベーション調査統計報告』と
して公表した。第 4回調査では常用雇用者数 10人以
上を有する母集団企業 380,224 社の中から 24,825
社を標本抽出して調査票を発送し注7、12,526 社か
ら有効回答を得ている注8。また、調査対象となった
企業の経済活動（産業分類）は一部のサービス業を除
くすべてである。さらに、本調査は2012年度から
2014年度の 3年間を調査参照期間としており、調査
の結果はこの 3年間におけるイノベーション実現の
有無や実施されたイノベーション活動の状況等を表
すものである。
　本稿では、新たに実施された第 4回全国イノベー
ション調査の結果を紹介し、日本企業のイノベーショ
ン実現状況やイノベーション活動の実態等について
明らかにする。なお、本稿は第 4回全国イノベーショ
ン調査の一部を紹介したものであるため、詳細につい
ては統計報告（http://doi.org/10.15108/nr170）
を御覧いただきたい。

注5 第 1回（2003年）、第2回（2009年）、第3回（2013年）及び第4回（2015年）。
注6 例えば、OECD（2015）やOECDによるイノベーション統計に関するウェブサイト（http://www.oecd.org/ innovation/inno/

inno-stats.htm）を参照されたい。
注7 層化抽出法を用いた。抽出に用いた層は、母集団企業の経済活動と企業規模（常用雇用者数）によって作成した。詳細は文部科学省

科学技術・学術政策研究所（2016, p.51）を参照されたい。また、調査票への回答は、記入済みの調査票を郵送により回収する、ま
たはウェブ回答システムに記入する方法を採った。

注8 調査では特定の部署や役職等を調査票の宛先としていない。したがって、回答者の属性は企業によって異なる。
注9 新しい又は大幅に改善した製品又はサービスの市場への導入。
注10 製品・サービスのための新しい又は大幅に改善した生産工程、中間投入物（原材料・部品等）・製品・サービスのための新しい又は大

幅に改善したロジスティクス・配送方法、流通方法、若しくは生産工程や配送方法を支援するための新しい又は大幅に改善した保守
システムや購買・会計・コンピュータ処理といった活動のうち、いずれかの導入。

注11 業務遂行の方法や手順に関する新しい業務慣行、権限の移譲や仕事の割り振り・編成など職場組織に関する新しい方法、又は他社や
他の機関など社外との関係に関する新しい方法のうち、いずれかの導入。

注12 製品・サービスの外見上のデザインの大幅な変更の実施、若しくは新しい販売促進のための媒体・手法、新しい販売経路、又は新し
い価格設定方法のうち、いずれかの導入。

注13 調査では事業範囲を示す項目（例えば、セグメント数）を収集しておらず、調査対象企業の事業範囲を示すことは難しい。しかしながら、
より広い事業範囲を有する企業は、販売可能な製品・サービスの種類が多く、結果としてより多くの売上を計上していると考えられる。
調査結果によれば、売上金額は企業規模階級に応じて高いため（文部科学省科学技術・学術政策研究所 2016, p. 116）、規模の大き
い企業ほどより広い事業範囲を有していると解釈できる。
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は、およそ半数の 47%が市場にとって新しいプロダ
クトを導入していた。より具体的には、プロダクト・
イノベーション実現企業の 13%が世界初、14%が
日本初のプロダクトを導入していた。企業規模階級別
に見ると、導入割合は小規模企業の方が中規模企業よ
りも高い。図表 2で示したように、自社にとって新
しいプロダクトの導入を含むプロダクト・イノベー
ション実現では、導入割合は企業規模階級に応じて高
くなっており、中規模企業の方が小規模企業よりも導
入した企業の割合が高かった。しかしながら、図表 3
の結果は、より新規性の高いプロダクトについては、
小規模企業の方が中規模企業よりも高い割合で導入
していたことを示している。

3. イノベーション活動
3-1　イノベーション活動実施企業
　プロダクト・イノベーション又はプロセス・イノ
ベーションを実現した企業、若しくは、新しい又は大
幅に改善したプロダクト又はプロセスを開発ないし
導入するための何らかの活動が未完了（中止・中断、
継続中）に終わった企業を「イノベーション活動実
施企業」と呼び、その割合を図表 4に示す。全体を
見ると、20%の企業がプロダクト・イノベーション
又はプロセス・イノベーションのいずれかを実現し
ていた。プロダクト・イノベーション及びプロセス・
イノベーションのいずれも実現せず、未完了に終わっ
た活動のみを行った企業は 3%であった。したがっ

2-2　イノベーションの実現割合－第 3回調査から
の変化
　イノベーション実現企業の割合についての経時的
な変化を確認するため、図表 2にイノベーションの
類型ごとの実現割合に関して第 3回調査（調査参照
期間：2009年度－2011年度）との比較を示す。プ
ロダクト・イノベーションに注目すると、第 3回調
査と比べて、全体の実現割合は 14%から 12%へ減
少している。しかしながら、大規模企業における実
現割合は 25%から 27%へ増加しており、また、小
規模企業における実現割合の減少幅は１％と小さい。
その一方で、中規模企業における実現割合には 19%
から 16%へと小さくない減少が見られる。その原因
は、一般的に小規模企業が中規模企業よりも人材や資
金等の制約に直面しやすく、生存のために、新しい製
品・サービスを導入する必要性が相対的に高かった
ことにあるかもしれない注14。

2-3　市場にとって新しいプロダクト・イノベー
ション：2012年度－2014年度
　全国イノベーション調査では、自社にとって新し
いプロダクトの導入であれば、既に他社によって導
入されたプロダクトであっても、プロダクト・イノ
ベーションに該当する。この調査では、こうした自
社にとっての新しさを除いて、世界や日本などで初め
て導入された市場にとって新しいプロダクトの導入
について測定しており、その結果を図表 3に示して
いる。プロダクト・イノベーション実現企業全体で

注14 関連する研究として、Keupp and Gassmann（2013）はCIS のデータを用いて、知識や資金の制約が市場にとって新しいイノベー
ションに正の効果を及ぼすことを明らかにしている。なお、第4回全国イノベーション調査の結果によれば、小規模企業は中規模企
業や大規模企業に比べて、より多くの割合の企業が「内部資金の不足」や「外部資金の調達の困難さ」をイノベーションの阻害要因
又はイノベーション活動非実施の理由として経験した（文部科学省科学技術・学術政策研究所 2016, p. 101）。

図表 2　イノベーション実現企業の割合－第 3回調査との比較（対全企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人
以上の企業。サービス業の対象経済活動（産業分類）は、第 4回調査と第 3回調査で異なっている。第 3回調査ではサービス
業のうち、CIS が定める「中核産業（core industry）」についてのみ表章している。第 4回調査では、中核産業だけでなく「非
中核産業（non-core industry）」も含めてサービス業全体について表章している。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2014, 2016）
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3-2　イノベーション活動の内容
　図表5には、イノベーション活動実施企業の活動内
容とその実施割合を示している。一般的に、研究開発は
イノベーションに向けた代表的な活動として理解され
ている。しかしながら、全体を見ると、イノベーショ
ン活動実施企業のうち研究開発を実施した企業の割合
は44%にとどまり、言い換えれば、プロダクト・イ
ノベーション又はプロセス・イノベーション実現企業
の約半数は研究開発非実施企業であった注15。このこ
とから、イノベーション実現のためには研究開発は必
ずしも実施が必要な活動ではないと言える。研究開発
以外のイノベーション活動の中では、先進的な機械等
の取得に次いで、従業者に対する教育訓練が多くの企
業で実施されていた。

4. オープン・イノベーション
4-1　プロダクト・イノベーションの開発者
　プロダクト・イノベーション実現企業が導入した
プロダクト（製品又はサービス）は、自社のみで開発
されるだけでなく、他社や他の機関と共同で開発さ
れたり、他社や他の機関によって開発されたりする。
図表 6に示すとおり、プロダクト・イノベーション
実現企業が導入した新しいプロダクトの最も多くは、
自社のみで開発されている。しかしながら、特に、大
規模企業に見られるように、他社や他の機関と共同で

て、イノベーション活動実施企業の割合は 23%であ
るから、このうち、87%に及ぶ企業が実際にプロダ
クト・イノベーション又はプロセス・イノベーショ
ンを実現したことになる。つまり、イノベーション活
動を実施した企業が未完了に終わらずプロダクト・
イノベーション又はプロセス・イノベーションの実
現に至る割合は極めて高く、イノベーション活動実
施の有無がプロダクト・イノベーション及びプロセ
ス・イノベーション実現を決定付けていると言える。

図表3　市場にとって新しいプロダクト・イノベーション実現企業
の割合（対プロダクト・イノベーション実現、単位：％）

図表4　イノベーション活動実施企業の割合
　　　　（対全企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

図表 5　イノベーション活動の内容（対イノベーション活
動実施企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

注 15 ここで、研究開発とは社内研究開発と社外研究開発に分けられる、イノベーション活動実施企業のうち、42%が社内研究開発を、
13%が社外研究開発を実施していた。社内研究開発については、その実施頻度として、イノベーション活動実施企業の19％が継続
的に、23%が一時的に実施していた。
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図表 6　プロダクト・イノベーションの開発者（対プロダ
クト・イノベーション実現企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

ンを実現する過程で直面した阻害要因や、イノベー
ション活動を実施しなかった理由について調査して
おり、その結果を図表 8に示す。全体を見ると、最
も多くの割合の企業が経験した阻害要因は「能力の
ある従業者の不足」であり、その割合は 61%に上っ
た。この値は前回調査（調査参照期間：2009年度か
ら 2011年度）における 45%から上昇しており、能
力のある従業者の不足によってイノベーション実現
が阻害される傾向が更に強くなっていることが示唆
される。また、「内部資金の不足」や「外部資金の調
達の困難さ」といった資金面の要因は、他の阻害要
因と比べて経験した企業の割合は高くない。むしろ、
「良いアイデアの不足」や「目先の売上・利益の追求」
といった阻害要因が、能力のある従業者の不足に次い
でより多くの割合の企業に経験されており、企業のイ
ノベーションを阻害する要因は人材や資金といった
経営資源に限らない。

6. 結び
　我が国の経済は人口減少や深刻な高齢化に直面して
おり、衰退を避けるために、イノベーションによる労
働生産性の向上やプロダクト・イノベーションによる
需要創出がますます期待されている（大橋（編）2014、
吉川2016）。そのためには、大規模企業だけでなく、
企業全体の大多数を占める中・小規模企業によるイノ
ベーションが不可欠だが、本稿で示したように、その
イノベーション実現割合は相対的に低い状況にある。
　本稿で示した結果によれば、イノベーション活動
実施企業は非常に高い割合でプロダクト・イノベー

プロダクトを開発した企業の割合も高い。加えて、導
入されたプロダクトが他社や他の機関によって開発
された企業の割合は、プロダクト・イノベーション実
現企業の 24%に上っており、必ずしも自社のみの力
でプロダクトが開発されていたわけではない。

4-2　社外からの知識・技術の取得
　イノベーション活動実施企業は、新しいプロダクト
やプロセスの開発・導入のために、社外から知識や技
術を取得することがある。本調査では社外の具体例と
して、グループ内の他社、グループ外の他社、大学等
の高等教育機関、政府・公的研究機関を対象としてお
り、各取得源からの知識・技術の取得割合を図表7に
示す。全体を見ると、グループ外の他社は他の取得源
よりも多く活用されており、具体的に、イノベーショ
ン活動実施企業の19%がグループ外の他社から知
識・技術を取得していた。近年では、オープン・イノ
ベーションのために産学官連携が政策的にも重要課題
となっているが、図表7に示されているように、全体
では、大学等の高等教育機関あるいは政府・公的研究
機関から知識・技術を取得した企業の割合は必ずしも
多くない。しかしながら、大規模企業では、グループ
外の他社に次いで大学等の高等教育機関が活用されて
おり、大学等の高等教育機関は大規模企業においては
主要な知識・技術の取得源として認識されていると言
える。

5. イノベーションの阻害要因
　全国イノベーション調査では、企業がイノベーショ

図表7　社外からの知識・技術の取得（対イノベーション活
動実施企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業
は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）
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ション又はプロセス・イノベーションを実現してい
る。したがって、まずは、企業が直面する阻害要因を
緩和して、イノベーション活動の実施を促すことが政
策的な課題と考えられる。阻害要因としては、能力の
ある従業者の不足や良いアイデアの不足が主たる要
因となっているため、他社や他の機関と共同してプ
ロダクトを開発することや、大学等の高等教育機関
をはじめとする社外から知識・技術を取得すること
により、これらの阻害要因の深刻さは緩和されるか
もしれない。したがって、このようなイノベーショ
ン創出のために行われる産学官連携など、オープン・

イノベーションの取組を引き続き支援することも重
要と言える。
　本稿で示した調査結果の数値は、有効回答に基づく
母集団推計値であって、変数間の関係を詳しく観察す
るには厳密な統計分析が必要である。また、現時点で
は、第 4回全国イノベーション調査と比較可能な調
査参照期間を範囲とする共同体イノベーション調査 
（CIS 2014）の結果は未公表である。これらが公表さ
れた暁には、欧州各国との国際比較を通じた分析が可
能となり、第 4回全国イノベーション調査の結果が
示唆する政策的含意についても理解が進むであろう。
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図表 8　イノベーションの阻害要因（対全企業、単位：％）

注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人以
上の企業。

出所：文部科学省科学技術・学術政策研究所（2016）

全体 小規模企業 中規模企業 大規模企業 製造業 サービス業

内部資金の不足 36 37 31 28 42 35 

外部資金の調達が困難 24 25 21 16 27 24 

能力のある従業者の不足 61 61 62 57 63 62 

協力相手の発見が困難 39 39 40 33 43 39 

助成金・補助金の獲得が困難 26 26 25 19 34 24 

新製品・サービスへの需要が

不確実 
44 43 46 49 51 43 

市場の競争が激しい 48 47 50 50 51 47 

過去に実現したイノベーシ

ョンで足りる 
27 26 30 30 30 26 

市場での競争がほとんどな

い 
33 34 31 24 35 32 

良いアイデアの不足 53 52 54 54 56 52 

既存顧客から安定的な発注

がある 
46 46 47 44 52 43 

技術力やノウハウの限界 49 50 50 47 57 48 

目先の売上・利益の追求 53 53 55 53 58 52 
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